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日本法令ニュース 

主要新法令及び改正法令（2026.7.21～2026.8.10） 

 

 

弁護士法人瓜生・糸賀法律事務所 

 

1. 株式会社日本政策金融公庫法附則第三十五条の規定に基づき、同条の主務

大臣の定める利率を定める等の件の一部を改正する件（財務省・農林水産

省告示第 22号） 

26.07.21公布／同日施行 

 

2. 金融商品取引法及び資金決済に関する法律の一部を改正する法律（法律第

64号） 

26.07.23公布 

 

3. 環境影響評価法施行令の一部を改正する政令（政令第 230号） 

26.07.23公布／27.04.01施行 

 

4. 検疫法施行令の一部を改正する政令（政令第 231号） 

26.07.23公布／26.07.30施行 

 

5. 金融分野における個人情報保護に関するガイドラインの一部を改正する

件（個人情報保護委員会・金融庁告示第 1号） 

26.07.24公布／27.04.01適用 

 

6. 刑事訴訟法の一部を改正する法律（法律第 67号） 

26.07.24公布 

 

7. 電気事業法の一部を改正する法律（法律第 68号） 

26.07.24公布 

 

8. 重要品種の育成及びその種苗の生産の振興に関する法律（法律第 71号） 

26.07.24公布 

 

9. 種苗法の一部を改正する法律（法律第 72号） 

26.07.24公布／一部を除き、26.12.01施行 

 

10. 雇用保険法等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政令の整備

等及び経過措置に関する政令の一部を改正する政令（政令第 232号） 
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26.07.24公布／26.08.01施行 

 

11. 地方公共団体情報システムの標準化に関する法律第二条第一項に規定す

る標準化対象事務を定める政令に規定するデジタル庁令・総務省令で定め

る事務を定める命令第九条各号に規定する事務の処理に係るシステムに

必要とされる機能等に関する標準化基準を定める命令（内閣府・厚生労働

省令第 13号） 

26.07.27公布／同日施行 

 

12. 金融商品取引法及び資金決済に関する法律の一部を改正する法律の一部

の施行に伴う関係政令の整備に関する政令（政令第 238号） 

26.07.29公布 

 

13. 中小企業退職金共済法施行令の一部を改正する政令（政令第 239号） 

26.07.29公布／26.10.01施行 

 

14. 日本国憲法の改正手続に関する法律の一部を改正する法律（法律第 73号） 

26.07.31公布 

 

15. 医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律の一部を改正する

法律（法律第 77号） 

26.07.31公布／27.04.01施行 

 

16. 租税特別措置法施行規則及び法人税法施行規則の一部を改正する省令（財

務省令第 51号） 

26.07.31公布 

 

17. 国民年金法施行規則の一部を改正する省令（厚生労働省令第 121号） 

26.07.31公布／26.10.01施行 

 

18. 種苗法施行規則の一部を改正する省令（農林水産省令第 53号） 

26.07.31公布／同日施行 

 

19. 個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（行政機関等編）の

一部を改正する告示（個人情報保護委員会告示第 8号） 

26.07.31公布／同日施行 

 

20. 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律別表の主務省令で定める事務を定める命令第七十四条の内閣総理大臣

及び総務大臣が定める事務を定める告示（デジタル庁・総務省告示第 30

号） 
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26.07.31公布／同日適用 

 

21. 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律第十九条第八号に基づく利用特定個人情報の提供に関する命令第百六

十二条の内閣総理大臣及び総務大臣が定める事務及び情報を定める告示

（デジタル庁・総務省告示第 31号） 

26.07.31公布／同日適用 

 

22. 金融商品取引業等に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令（内閣府令

第 66号） 

26.08.03公布／同日施行 

 

23. 出入国管理及び難民認定法第七条第一項第二号の規定に基づき同法別表

第一の五の表の下欄に掲げる活動を定める件の一部を改正する件（法務省

告示第 67号） 

26.08.05公布／同日施行 

 

24. 刑事に関する共助に関する日本国とカナダとの間の条約（条約第 18号） 

26.08.05公布 

 

25. 国際連合安全保障理事会決議第千二百六十七号等を踏まえ我が国が実施

する財産の凍結等に関する特別措置法第三条第四項の規定に基づき公告

事項に変更があった公告国際テロリストを公告する件（国家公安委員会告

示第 33号） 

26.08.05公布 

 

26. 国際連合安全保障理事会決議に基づく資産凍結等の措置の対象となるタ

リバーン関係者等を指定する件の一部を改正する件（外務省告示第 252号） 

26.08.05公布 

 

27. 中小企業信用保険法第二条第五項第四号の災害及び地域を指定する件（経

済産業省告示第 99号） 

26.08.05公布 

 

28. 宅地建物取引業法の規定に基づく登録講習機関の登録事項の変更の件（国

土交通省告示第 1034号） 

26.08.06公布 

 

29. サンプリング補助者講習規程（厚生労働省告示第 293号） 

26.08.07公布／26.10.01適用 
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30. 溶融亜鉛めっき鋼帯及び鋼板に対して課する暫定的な不当廉売関税に関

する政令（政令第 254号） 

26.08.07公布 

 

31. 大韓民国産及び中華人民共和国産溶融亜鉛めっき鋼帯及び鋼板に対して

関税定率法第八条第九項の規定により暫定的な不当廉売関税を課するこ

とが決定した件（財務省告示第 220号） 

26.08.07公布 

 

32. 種苗法第四十九条第一項第五号の規定に基づき品種登録を取り消した件

（農林水産省告示第 1138号ないし第 1145号） 

26.08.07公布 

 

33. 電気通信事業法施行規則等の一部を改正する省令（総務省令第 107号） 

26.08.10公布／同日施行 


